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（7） ハラスメントを理由とする契約解除は「正当な理由」が必要

であることを認識すること

⚫ 前提として、利用者やその家族等に対して、重要事項説明書の説明等によって、提供するサー

ビスの目的、範囲及び方法に関して十分に説明を行い、その理解していただくこと、契約解除

に至らないような努力・取組を事業所としてまず行うことが必要です。

⚫ このような努力や取組を行っていても、やむを得ず契約解除に至るケースもあるかもしれませ

ん。しかし、施設・事業所側からする契約解除には「正当な理由」（運営基準）が必要です。

「正当な理由」の有無は個別具体的な事情によりますが、その判断にあたっては、

 ハラスメントによる結果の重大性

 ハラスメントの再発可能性

 契約解除以外のハラスメント防止方法の有無・可否及び契約解除による利用者の不利益の

程度

…等を考慮する必要があります。

「正当な理由」に基づき契約を解除した場合であっても、契約解除に至った原因及び経緯を

検討し、同様の事態を防止するための対策を講じましょう。

ア）「正当な理由」が肯定される可能性のある場合：

利用者が職員に対し身体的暴力をふるい、他の施設・事業所及び関係機関の担当

者とともに利用者と話し合った。しかし、再発の可能性があり、かつ、複数名訪

問等の再発防止策の提案も拒否されたとき、契約解除の予告期間を置き、後任の

施設・事業所の紹介その他の必要な措置を講じて契約を解除した場合。

イ）「正当な理由」が否定される可能性のある場合：

職員の不適切な言動に立腹した家族が暴言を口にし、以下のような必要な措置を

講じることなく、直ちに契約を解除した場合。

 その家族との話し合いにより信頼関係の回復に努めて再発防止を図る

 担当職員を変更する

 後任の施設・事業所の紹介 等
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 紹介等によって、後任の施設・事業所に介護サービスの提供を引き継ぐ場合には、これま

での施設・事業所で発生したハラスメントと同様の事態が、後任の施設・事業所で再発生

しないように防止策を講じることが重要です。 

 例えば、セクシュアルハラスメントが原因となって、後任の施設・事業所に介護サービス

の提供を引き継がざるを得ない場合には、利用者や家族等と話し合い、セクシュアルハラ

スメントの再発防止の必要性について十分な理解を得たり、同性介護を実施できる体制が

整っている施設・事業所を紹介したりする等して、その再発を防止することが必要です。 

 再発防止策を講じるに当たっては、ケアマネジャー、医師等の多職種、保険者、地域包括

支援センター、保健所又は法律の専門家等とできるだけ相談・連携することが必要です。 

 ただし、セクシュアルハラスメント等のハラスメントに係る利用者や家族等の個人データ

を、後任の施設・事業所等の第三者に提供するに当たっては、第三者に提供することにつ

いての同意の有無又は個人情報の保護に関する法律が定める同意がなくても第三者提供が

可能な例外要件（同法第２３条第１項。令和４年４月１日以降は、同法第２７条第１項）

の充足の有無を確認することが必要です。同条は、介護記録等として整理されている個人

データ（同法第２条第６項。同日以降は、同法第１６条第３項）のみを対象としています

が、各種の資格を定めた法令等における守秘義務との関係では、介護記録等として整理さ

れていない段階の個人情報を第三者に提供するに当たっても、同意等の正当な理由の有無

を確認することが必要です。また、ハラスメントに係る情報には、事実を十分に確認でき

ないものがあることからも、提供する情報を客観的で必要なものに限り、提供する先も必

要な範囲の関係者に限定し、提供する先に情報の適切な取扱いを求める等の注意も必要で

す。さらに、特に、セクシュアルハラスメントの場合は、第三者に提供することによっ

て、ハラスメントを受けた職員が、新たな精神的な苦痛等の不利益を受けることがないよ

う、提供する情報の内容等について十分に配慮をすることが不可欠です。 

 

  


